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沖縄市浸水被害軽減総合計画策定業務 概要版  

1. 業務目的 

本市では令和元年度に雨水管理総合計画を策定しており、市内の整備優先順位の設定、重点地区に選ばれ

た地区の段階的な浸水対策を検討した。 

本業務では、雨水管理総合計画で重点地区に選定された泡瀬第三排水区（東）を対象に、下水道浸水被害

軽減総合計画の策定を目的とした。具体的には、シミュレーションモデルを活用した流出解析を行い、下水

道浸水被害軽減総合事業の申請に必要な申請書類、内水ハザードマップの作成を行った。また内水ハザード

マップは、今後、水防法に基づくハザードマップの公表を行うことも想定し、想定最大規模降雨によるシミ

ュレーション結果を用いて作成した。 

 

2. 流出解析 

 令和元年度の雨水管理総合計画にて構築されたモデルを用いて、シミュレーションを行った。泡瀬第三排

水区の対策概要は以下のとおり。 

【早期目標（泡瀬第三）】 

・平成 30 年 9 月 29 日（台風 24 号） ：時間最大 21.5mm/hr（胡屋） 

：1.939T.P.m（中城湾） 

 

【浸水対策の考え方（泡瀬第三）】 

 ・潮位影響の緩和のための「流す対策」（ポンプ、圧力放流）を検討 

 ・床上浸水（50cm）と道路冠水（30cm）の解消を目標 

 

【早期目標対応（泡瀬第三）】 

・フラップゲート、パラペットの設置 

下水道浸水被害軽減総合事業の費用対効果（B/C）を算定するため、「下水道事業における費用効果分析マ

ニュアル（平成 28 年 12 月）（以下、費用効果分析マニュアル）」に基づき、年平均被害軽減期待額を算定

した。年平均被害軽減期待額算定のために必要なシミュレーションケースは計 10ケース（施設状況 2ケース

×対象降雨 5ケース）とした。 

【シミュレーションケース】 

■施設状況：現況と対策後の 2 ケース 

■対象降雨：現況と対策後のそれぞれに対して下記 5 ケースを設定 

・3 年確率降雨 ：I= 7,940/（t+51）、71.5mm/hr 

・5 年確率降雨 ：I= 8,890/（t+54）、78.0mm/hr 

・10 年確率降雨 ：I=10,270/（t+58）、87.0mm/hr（現計画降雨） 

・30 年確率降雨 ：I=12,630/（t+66）、100.2mm/hr 

・100 年確率降雨：I=15,420/（t+73）、115.9mm/hr 

3. 費用効果分析 

 費用効果分析マニュアルに基づい

て、対象事業の費用効果分析を行った。

分析手法は「現在価値比較法」とし、

年度別の建設費、維持管理費および整

備による便益を算出し、費用便益比を

算定した。 

 便益は対象事業による被害軽減期

待額とした。家屋や家庭用品、事業所

償却資産などの項目を用いて被害額

原単位を設定し、設定した被害額原単

位と 2.流出解析にてシミュレーショ

ンした結果を用いて、年平均浸水被害

軽減期待額を算定した。被害額の形状

項目を表 1に示す。 

 費用は令和元年度の雨水管理総合

計画で算出された概算事業費を採用

し、年度別の事業費は下水道浸水被害

軽減総合事業の計画期間（5 年以内を

原則）を踏まえて、令和 4～8 年の整

備を想定して設定した。 

 現在価値比較法に則り、評価期間 55年（整備期間 5年＋耐用年

数 50 年）の総便益と総費用を算定し、費用対効果（B/C）を算定

した。B/Cは16.5となり、1.0を大きく上回る結果となった（表 2）。 

 

4. 下水道浸水被害軽減総合計画書 

令和元年度雨水管理総合計画の対策内容と費用効果分析の算定結果を用いて、下水道浸水被害軽減総合計

画書を作成した。計画書には、浸水対策実施の基本方針、対象地区の概要及び選定理由、整備目標、事業内

容、年度計画等を定めた。計画書を次ページに示す。 

 

 

表 2 費用対効果の算定結果 

総便益 総費用 費用便益比

B C B/C

(千円） (千円）

19,661,943 1,189,895 16.5

 表 1被害額計上項目 
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